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研究要旨 

WHO は、環境汚染やその他の環境リスクが全死亡の 24％を引き起こしており、これらの死亡は、

国、地域およびセクターのレベルにおいて、しっかりとした予防措置を講じることで、大幅に削減可

能とした。WHO の冬季の適切な室温に対する認知度は高くないと考えられ、生活習慣病予防を目的

とした住環境整備の一環として冬季の適切な室温維持を普及させるために、WHO の推奨の認知度を

向上させることが重要である。わが国における日中室温と外気温の関連を一般加法モデルで用いて回

帰した結果から、総死亡の相対危険が上昇する室温の閾値を推定し、室温維持の重要性を確認した。

気象条件と死亡に関する分析によって、夏期の温度上昇よりも冬期の温度低下が死亡率上昇に与える

影響が強く、その感度は寒冷地よりも温暖地の方が高かった。特に温暖地での断熱性能の強化と寒冷

地でもエネルギー価格の上昇をふまえたさらなる断熱性能の向上が必要であることが示唆された。 

健康リスクを低減する健康住宅の要素を抽出し再構築して，健康住宅ガイドラインに資する基礎資

料を作成し、情報活用例として，換気行動に着目した居住リテラシーの統合モデル構築を試行した。

現状において省エネルギー施策に伴う断熱化による温熱環境の改善効果は確認できたが、その発現は

緩やかであり、現時点から室温が有意に上昇するには 15 年の期間を有し、WHO が提唱している 18℃

以上を維持するには至っていない。居住環境と疾病、障がい、高齢化、QOL の関係、医療費及び環

境改善費の関係について整理を行い、住宅環境の改善効果の波及範囲に関する考え方を示した。 

以上によって、住宅性能の向上を加速させることに加えて、既存の住宅及びハイリスク対象の住居

における、居住リテラシーの醸成が必要であることを示した。 
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A．研究目的 

1970 年代以降、住宅の省エネルギー化が推進さ

れ、新旧の住宅性能に大きな格差が生じる中、建

材等の化学物質、真菌・ダニ、ダンプネス等にとも

なうシックハウス症候群・アレルギー疾患、室内

温熱環境の影響が示唆されている高血圧症、脂質
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異常症、虚血性心疾患、脳血管性疾患とヒートシ

ョックのような状態像など、多様な住宅環境に係

る健康リスクの可能性が指摘され、その対策が厚

生労働省及び国土交通省などによって検討されて

きた。 

近年、健康・省エネ住宅推進議連や健康・省エネ

住宅推進委員会（「健康・省エネ住宅普及啓発活動」

を行う学識者、自治体、省庁などによる委員会）の

議論を通じて、健康住宅への関心が改めて高まり、

厚生労働省においても健康・省エネ住宅の健康に

対する影響を調査研究するべきであるとの要請が

あった。また、国土交通省の「スマートウエルネス

住宅等推進事業」の調査により住宅環境の健康に

対する影響が示唆され、さらに令和元年 5 月 10 日

に改正建築物省エネ法が成立し、室内温熱環境の

整備が進むことが期待されている。 

2019 年度の特別研究「健康増進のための住環境

についての研究」では、住宅環境に係る健康影響・

健康増進及びその機序に関するエビデンス、住宅

及び健康影響に関連する統計データの収集が行わ

れている。その中で、我国における外気温低下に

よる過剰死亡率が北欧よりも高いなど、住環境改

善の重要性を示すエビデンスが得られつつある。

この他に、SVOC 等の化学物質、湿気、音、光等

の影響に関するエビデンスを整理している。また、

住宅統計、人口動態統計、省エネルギー住宅の普

及率等を用いて、我国の住宅環境に係る健康リス

クの全体像を想定するためのフローを検討し、新

たに必要な情報の整理を行っている。 

本研究は、上記の特別研究の成果に基づいて、健

康住宅に求められる条件を整理し、健康住宅のガ

イドライン作成のための基礎資料を得るとともに、

 
図 1 研究の構造 
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想定される
成果

2020(R2)

方法：　WHO健康住宅ガイドライン、健
康維持増進住宅研究、スマートウェル
ネス住宅研究開発など、国内外の住宅
環境に係る健康影響に関するエビデン
スの収集と整理

2020-2022
(R2-R4)

方法：　我国の住宅ストックの現状、建
築基準法、省エネルギー法等の住宅関
連施策の動向に関する調査、我国の住
宅環境と住宅環境に係る健康影響レベ
ルの推定と将来予測

2019(R1)

2014-2018
国交省他：
スマートウェルネス住宅研究開発

2000-2003
国交省他：
シックハウス対策技術の開発

2007-2012 国交省他：健康維持増進住宅研究 1997-2000
国交省他：
健康的な居住環境形成技術の開発

厚労科研（特別研究）：健康増進のための住環境についての研究

健康住宅のガイドライン案　（健康エビデンスに基づく健康増進のための住宅環境改善）

方法：住宅環境に係る健康エビデンスと住宅環境の実態を踏まえた住宅環境改善効果の推定

健康住宅のガイドライン作成のための基礎資料
住宅環境改善の健康状態に対する効果の検証

本研究：健康増進に向けた住宅環境整備のための研究

1) 健康エビデンスの収集・整理 2) 住宅環境の実態と健康影響の分析

3) 住宅環境改善の健康状態に対する効果の検証2021-22
(R3-R4)

健康増進住宅の整備
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住宅環境改善の健康状態に対する効果の検証を行

うことを目的としている。令和 2～3 年度に、住宅

環境に係る健康影響に関するエビデンスの収集・

整理を行い、住宅環境の実態と健康影響レベルの

想定に関する分析方法を確立する。令和 2～4 年度

に、住宅環境の実態を踏まえた健康リスクの想定

を行うとともに、令和 3～4 年度に、省エネルギー

住宅の普及などの動向を踏まえて、住宅環境の改

善にともなう健康状態の改善に関する推定と検証

を行う。 

 

B．研究方法 

（１）居住に係る健康エビデンスの収集・整理（R2

～R3） 

住宅環境と健康影響・健康増進に関する最新情

報を収集してガイドラインに向けて整理する。 

① 健康維持増進住宅研究成果にもとづくエビデ

ンス整理（桑沢、長谷川） 

健康影響低減（空気質・湿気、温熱環境、屋

外環境の影響、ライフスタイルの調査から得

られた、健康影響要因、開発技術要素、室内環

境ガイドラインに関する情報）、健康増進（住

環境満足度や CASBEE 健康チェックリスト

総合スコア、ストレス・健康・慢性疼痛などの

身体症状）に関する成果を整理する。 

② スマートウエルネス住宅研究開発委員会成果

のエビデンス整理（長谷川、森） 

断熱改修等の温熱環境改善に係る健康関連

事象（年間室温と血圧の季節差、温度ムラと

血圧、断熱改修と血圧低下、室内温度とコレ

ステロール値、室内温度と可活動膀胱症状な

ど）についての成果を整理する。 

③ 国内外の住宅環境に係る健康エビデンス整理

（東、池田、杉山） 

世界保健機関（WHO）及びその欧州地域事

務局（WHO 欧州）、欧州北米、国内の研究機

関を対象に、室内温熱環境及び空気環境等の

室内環境要素と健康影響に関する最新のエビ

デンスを整理する。 

④ スマートウエルネス住宅、トップランナー住

宅、健康増進に配慮した復興住宅に関する調

査（全員） 

健康維持増進を目的とした、先進的住宅事

業に関するヒアリング及び実地調査を行い、

事業コンセプト、設計施工状況、居住者の健

康状態等の情報を収集整理する。 

（２）住宅環境の実態と健康影響の分析（R2～R4） 

① 総務省統計局住宅・土地統計調査、省エネ住

宅普及率を用いた住宅性能の実態（桑沢、長

谷川） 

既存統計データを用いて、住宅ストックの

仕様、温熱空気環境に関する性能の地域分布

を把握する。 

② アメダス気象データ、人口動態統計、家計調

査を用いた気象と死亡率の関係（森） 

アメダス気象データの観測点と死亡地との

突合を行い、家計調査から暖房レベルを推定

したうえで、気象条件と死因別死亡の関係性

を明らかにする。 

③ 室温の死亡率上昇閾値の推計：既存データと

コホートデータリンケージによる分析（佐伯） 

既存情報を用いて、外気温低下による寒冷

曝露からイベント発現までの潜時を考慮した

最新の分析手法(DLNM)を用い、死亡率が上

昇する外気温閾値を推計する。さらに住環境

の健康影響に関するコホート研究（平城京ス

タディ n=1127）の室温データと外気温の相関

から、死亡率が上昇する室温閾値を推計する。 

④ 化学物質及びダンプネスによる健康リスクの

実態（池田、金、開原、本間） 

地域、築年数等を踏まえ、化学物質濃度及

びダンプネスに伴う健康リスクの実態を推定

する。 

（３）住宅環境改善の健康状態に関する効果の検

証（R3～R4） 

研究 1、研究 2 を踏まえて、住宅環境の改善に
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よる健康増進効果の可能性を明らかにする。 

① 省エネルギー法の普及に伴う室内温熱環境の

改善による健康リスクの変化（桑沢、長谷川、

森） 

省エネ住宅の普及による室内温熱環境の向

上と健康増進効果について、地域性を考慮し

て推定する。 

② 居住リテラシーと健康リスク低減効果の推定

（長谷川、池田、阪東） 

既存の住まい方マニュアル、居住リテラシ

ー調査の結果を整理し、健康住宅ガイドライ

ンの基礎とする。 

③ 住宅環境に係る健康リスクと QOL 及び医療

費の関係（杉山、小林、阪東、開原、本間） 

居住環境と疾病、障がい、高齢化、QOL の

関係、医療費及び環境改善費の関係について

整理を行い、住宅環境の改善効果の波及範囲

に関する考え方を示す。 

 

以上のように、本研究は既往の文献および公表

データに基づいており、個人情報を全く使用せず、

倫理面の問題は発生しない。 

 

C．研究結果及び考察 

C1．居住に係る健康エビデンスの収集・整理 

住環境による居住者の健康影響として、主とし

て室内環境化学物質に起因するシックハウス症候

群や化学物質過敏症、真菌・ダニ等によるアレル

ギー疾患、室内温度に起因する高血圧、脂質異常

症、虚血性心疾患、脳血管障害等の多様な疾病が

示唆されている。本分担研究では、主として生活

習慣病等に関わる住宅環境要因について、世界保

健機関（WHO）の動向や関連文献を収集・整理し、

これらのエビデンスに関わる情報をとりまとめた。 

WHO では、疾病や死亡全体における環境要因

の寄与率の高さが大きな課題であるとして、これ

まで個別のリスク要因ごとにガイドラインや対策

のためのガイダンスを公表してきた。しかしなが

ら、全体像がみえにくく、包括的なガイダンスが

なかった。そこで 2021 年より、WHO および国連

関連機関による環境要因に起因する疾病低減のガ

イダンス compendium（大綱）を公表し、2022 年

にはアップデートを行っている。これらのガイダ

ンスは、新たなガイダンスが公表されると追記さ

れ、大綱が更新されるように計画されている。 

WHO はこの大綱の中で、環境汚染やその他の

環境リスクが全死亡の 24％（例えば、心疾患、脳

卒中、中毒、交通事故など）を引き起こしており、

これらの死亡は、国、地域およびセクターのレベ

ルにおいて、しっかりとした予防措置（preventive 

action）を講じることで、大幅に削減可能と述べて

いる。 

諸外国の室内空気質ガイドラインの状況として

は、ドイツではメタノール、アセトフェノン、1-プ

ロパノールの指針値が新たに設定され、フランス

ではアンモニア、カナダではキシレンに室内空気

質ガイドラインが設定された。ドイツ、フランス、

カナダでは、継続して室内空気質ガイドラインの

新設が毎年少しずつ実施されている。 

疫学研究において冬季の室温が血圧や血清脂

質に影響を与えるという知見が集積されつつあ

り、冬季の適切な室温が生活習慣病ひいては循環

器疾患の予防に繋がる事を示唆している。世界保

健機構(WHO)では WHO Housing and health 

guidelines. 20181)において“ Indoor housing 

temperatures should be high enough to protect 

residents from the harmful health effects of 

cold. For countries with temperate or colder 

climates, 18℃ has been proposed as a safe and 

well-balanced indoor temperature to protect 

the health of general populations during cold 

seasons.”という strong recommendation を出

しているものの、現状この recommendation が認

知されているとは言い難い状況にある。 

そこで本研究では一般地域住民を対象とした

地域コホート研究（神戸研究 NEXT）の参加者に



- 5 - 

対して、「冬季の寝室の室温が適温と考えている」

「 WHO の冬季の最適な室温についての

recommendation を知っているか」という室温に

関する意識の調査を行った。 

2022 年 10 月 1 日・11 月 5 日・11 月 26 日・

12 月 17 日の 4 回の神戸研究 NEXT の調査にて

計 219 名に室温に関する意識調査を行った結果、

「冬場の寝室の室温についてお伺いします。」と

いう質問に対しては、「寝室の温度は適温と思う」

と回答した対象者が 56% (122/219)、「寝室の温

度はやや寒いと思う。」との回答が 41% (90/219)、

「寝室の温度はとても寒いと思う。」との回答が

3% (7/219)であった。また、「WHO の住環境に関

するガイドライン（WHO Housing and health 

guidelines. 2018）では冬場の室温を 18 度以上に

するように推奨しています。この推奨室温を御存

知でしたか？」という質問に対しては、「知って

いる。」と回答した対象者が 22% (47/218)、「知ら

ない。」との回答が 78% (171/218)であった（1 名

未回答者有り）。 

今回の研究結果から、一般集団における WHO

の冬季の適切な室温に対する recommendation の

認知度は高くないことと考えられ、生活習慣病予

防を目的とした住環境整備の一環として冬季の適

切な室温維持を普及させるためには、まずは

WHO の recommendation の認知度を向上させる

ことが重要と考えられた。 

スマートウェルネス住宅研究開発委員会（委員

長：村上周三、東京大学名誉教授）は、2014 年度

から 2019 年度にかけて断熱改修を予定・実施す

る住宅を対象として、改修前後における居住者の

血圧や活動量等を計測し、住環境の変化に伴う健

康への影響を評価している。2019 年度からは長期

コホート調査を開始し、改修 5 年後の状況を把握

するために追跡調査を定期的に実施する計画とし

ている。得られたデータ（改修前後を対象にした

1303 世帯、約 2,323 人を対象）により、①家庭血

圧と室温、②健康診断数値と室温、③過活動膀胱・

睡眠障害と室温、④身体活動・座位行動と室内環

境、⑤室温と寒さの申告、⑥高断熱化と暖房の医

療経済評価、⑦改修 5 年後経過した世帯を対象と

した調査、の観点から、住宅の温熱環境の向上が

健康増進に繋がる可能性を示唆する貴重な知見を

整理し、社会に発信している。 

住宅の省エネルギー化が推進され、新旧の住宅

性能に大きな格差が生じる中、多様な住居環境に

係る健康リスクの可能性が示唆されているとと

もに、高齢少子化、都市への人口集中、単身世帯

の増加、住宅の洋風化、省エネルギー化にともな

い多様な住居環境が存在していることが指摘さ

れている。住居環境に係る健康影響・健康増進の

実態を明らかにするためには、多面的な調査研究

を行うことが必要である。本報告では、温熱環境、

特に低湿度環境と健康に関する文献調査を行っ

た。 

検索を行うデータベースについて、CiNii 

Research、J-STAGE、メディカルオンライン、

医中誌 Web、最新看護索引 Web、MedicalFinder、

JDream Ⅲ、PubMed、Web of Science Core 

Collection の 9 つとし、2020 年 2 月、2022 年 3

月の調査と同様、温湿度環境と健康に関する文献

検索が行われた。検索のワードについて、温度、

湿度、温湿度、健康、室内、住宅、皮膚として検

索を行ったところ、2020年 2月に行ったCOVID-

19 の感染拡大前の結果と 2022 年 3 月の調査結

果を比較すると、健康というキーワードで急激に

論文数が増えていることも示された。 

 温湿度環境と健康、特に低湿度環境と健康に関

する文献調査を行った結果、一定のエビデンスの

蓄積が確認されたものの、健康維持及び健康増進

などを目指し、湿度と健康に関するエビデンスの

構築が期待されているといえる。湿度管理目標の

設定は、目的により異なる。特に、高齢化が急速

に進展している我が国では、高齢者に向けた湿度

管理の情報発信も重要となる。一方で、COVID-

19 等の感染症の拡大期には、平時の室内環境と
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は異なる状況になる。今後、健康増進に向けた住

環境整備の中で、多面的な情報の整備や議論が必

要である。 

 

C2．住宅環境の実態と健康影響の分析 

既存の死亡率および外気温データと、奈良県在

住高齢者を対象とするコホート研究参加者の室温

データのリンケージによって、死亡率上昇の室温

閾値を推定した。2010 年～2019 年の奈良県およ

び全国の日別死亡数、日別平均外気温の関連を、

温度曝露から死亡までの潜時を考慮した時系列分

析モデル (DLNM: Distributed Lag Non-linear 

Model) を用いて、死亡率が上昇する外気温の閾値

を推定した。さらに奈良県在住対象者を対象とす

る住環境と健康に関する平城京スタディ参加者の

日中室温と外気温の関連を一般加法モデルで用い

て回帰した。その結果から、総死亡の相対危険が

上昇する室温の閾値を推定し、日本公衆衛生学会

で発表した。 

人口動態統計死亡表に記載されている一人一

人の死亡データ（死因、年齢、死亡場所、日時等）

と死亡場所、日時の気象データを組み合わせ、日

本人がどのような気象状況の際に亡くなるのか

を地域別、省エネルギー区分別に分析した。全体

としては、既往研究と同様に夏期の温度上昇より

も冬期の温度低下が死亡率上昇に与える影響が

強かった。また、その感度は寒冷地よりも温暖地

の方が高かった。その傾向は地域別でも省エネ区

分でも同様であったため、特に温暖地での断熱性

能の強化と寒冷地でもエネルギー価格の上昇を

ふまえたさらなる断熱性能の向上が必要である

ことが示唆された。 

 

C3．住宅環境改善の健康状態に関する効果の検証 

統計データを組み合わせて、住宅ストックの断

熱性能の地域分布を推定する手法の構築を目指

している。断熱性能が高い住宅ストックが増加す

れば、それに伴う室内温熱環境を始めとする室内

環境の質の向上と健康増進効果に期待できる。 

昨年度までに得られた都道府県別の 2050 年ま

での断熱水準(断熱等級 1〜4)の割合を用いて、都

道府県別の暴露環境の水準を定量化した。ここで

は、断熱等級に見合った温熱環境を評価するため

に、明け方の室温の低下に着目し、明け方の室温

を 2 月の午前 6 時の室温とし、深夜 0 時の時点で

25℃の室内が暖房停止後の室温低下の度合いで評

価した。その結果、外気温や断熱等級の分布によ

り、明け方の室温には地域差が確認できた。この

ような地域性は当然、温熱環境の質にも影響する

ため居住者の健康リスクにも大きく作用すること

になる。また、現状趨勢において断熱化による温

熱環境の改善効果は確認できたが、その発現は緩

やかであり、現時点から室温が有意に上昇するに

は 15 年の期間を有し、WHO が提唱している 18℃

以上を維持するには至っていないことがわかった。 

居住リテラシーとは、住宅で適切に住まい知識

や行動と考えられる。本研究は、住宅環境の改善

には欠かせない居住リテラシーに資する情報を整

備することを目的として、既存の住まい方マニュ

アル等を調査した。ここでは、住宅と健康との関

連について科学的なエビデンスを踏まえた情報を

抽出することを念頭に、国内外の 23 件の文献を情

報源としてデータベースを作成し、「①居住者の

属性（性別、年齢、症状等）」と「②居住者が曝露

される環境（温熱環境、睡眠環境、空気環境、安

全・安心）」のそれぞれの観点から、健康リスクを

低減する健康住宅の要素を抽出し再構築して、健

康住宅ガイドラインに資する基礎資料を作成した。

さらに、このような情報の活用の一事例として、

換気行動に着目した居住リテラシーの統合モデル

構築を試行した。 

居住環境と疾病、障がい、高齢化、QOL の関係、

医療費及び環境改善費の関係について整理を行い、

住宅環境の改善効果の波及範囲に関する考え方を

示すことを目的とする。医中誌、JDreamⅢ、J-

STAGE 等を用いて文献を収集し、レビューを行
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った。主にバリアフリー等の住宅改修がもたらす

効果に関する研究と、断熱改修がもたらす効果に

関する研究の 2 系統があり、それぞれに一定の効

果が認められた。また、住宅環境に係る健康リス

クとコストに関する調査の一環として、住環境整

備による生活習慣病の予防・健康づくりに対する

効果に関する事前調査と位置づけ、献血データ（オ

ープンデータ）による生化学検査値について、都

道府県レベルの整理を行ったところ、いくつかの

成分で傾向を得ることができた。今後、献血者デ

ータの詳細な分析を進めることが可能になれば、

性別、年代、地域、季節の特徴から、住まいに求め

る環境条件等について整理するための基礎情報と

して活用できることが示唆された。 

 

D．総括 

WHO は、環境汚染やその他の環境リスクが全

死亡の 24％を引き起こしており、これらの死亡は、

国、地域およびセクターのレベルにおいて、しっ

かりとした予防措置を講じることで、大幅に削減

可能と述べている。 

一般集団における WHO の冬季の適切な室温に

対する認知度は高くないことと考えられ、生活習

慣病予防を目的とした住環境整備の一環として冬

季の適切な室温維持を普及させるためには、まず

は WHO の推奨の認知度を向上させることが重要

と考えられる。 

わが国における日中室温と外気温の関連を一般

加法モデルで用いて回帰した結果から、総死亡の

相対危険が上昇する室温の閾値を推定し、室温維

持の重要性を確認した。 

気象条件と死亡に関する分析によって、夏期の

温度上昇よりも冬期の温度低下が死亡率上昇に与

える影響が強く、その感度は寒冷地よりも温暖地

の方が高かった。特に温暖地での断熱性能の強化

と寒冷地でもエネルギー価格の上昇をふまえたさ

らなる断熱性能の向上が必要であることが示唆さ

れた。 

健康リスクを低減する健康住宅の要素を抽出し

再構築して，健康住宅ガイドラインに資する基礎

資料を作成し、情報活用例として，換気行動に着

目した居住リテラシーの統合モデル構築を試行し

た。 

現状において省エネルギー施策に伴う断熱化に

よる温熱環境の改善効果は確認できたが、その発

現は緩やかであり、現時点から室温が有意に上昇

するには 15 年の期間を有し、WHO が提唱してい

る 18℃以上を維持するには至っていないことが

わかった。 
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